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１ 高齢者虐待とは  

（１） 高齢者虐待の定義  

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（以下、高齢者虐待防止法）で

は、「高齢者」を６５歳以上の者と定義している。  また、「高齢者虐待」を「養護者による高齢者

虐待」と「養介護施設従事者等による高齢者虐待」に分けて定義している。  

※65 歳未満の者であって養介護施設に入所しているサービスの提供を受ける障害者については高齢

者とみなして、養介護施設従事者等による高齢者虐待に関する規定を適用する（高齢者虐待防止法 

第 2 条６項）   

１） 「養護者」とは  

養護者とは「高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等以外のもの」 

（法第２条２項）とされ高齢者の世話をしている家族、親族、同居人等が該当する。 

２） 「養介護施設従事者等」とは  

養介護施設従事者等とは、老人福祉法及び介護保険法に規定する「養介護施設」又は「養介

護事業」の業務に従事する職員が該当する。岡谷市民病院居宅介護支援事業所（以下、当居

宅）は養介護事業区分である。  

 

       高齢者虐待防止法に定める「養介護施設従事者等」の範囲  

区 分  養介護施設  養介護事業  養介護施設従事者等  

老人福祉法によ

る規定  

・老人福祉施設  

・有料老人ホーム  

・老人居宅生活支援事業    

  

  

  

  

「養介護施設」又は「養

介護事業」の業務に従事

する者  

  

   

介護保険法によ

る規定  

  

  

  

・介護老人福祉施設  

・介護老人保健施設  

・介護療養型医療施設  

・地域密着型介護老人福

祉施設  

・地域包括支援センター  

・居宅介護サービス事業  

・地域密着型サービス事

業  

・居宅介護支援事業  

・介護予防サービス事業  

・地域密着型介護予防サ

ービス事業  

・介護予防支援事業  
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（２）高齢者虐待の捉え方  

１） 「変だな？」と思ったら虐待を疑ってみる  

    虐待にはどんな場合でも「不自然」なものがつきものである。虐待をしている養護者本人

に、虐待をしているという自覚がなく、また高齢者自身も養護者をかばうこともあり、家庭内

の高齢者虐待は発見しにくい状況にある。高齢者や家族の様子、家庭環境等に「何となく変だ

な？」と感じたら、虐待の存在を疑ってみるべきである。   

２） 「一生懸命家族は介護しているのに、虐待といってしまっていいのか？」  

介護疲れから虐待を行ってしまうケースもある。『虐待』といってしまっていいのかという戸

惑いを持つ事も多い。しかし、支援者側が「高齢者虐待である」と判断している事実を、必ず

しも高齢者本人や養護者に伝えなければいけないものではない。虐待の対応は養護者に罰を与

えることではなく、支援であるため、心情的にならずに客観的な事実に基づいて判断する事が

必要である。  

３） 「虐待の自覚がない・・・」  

高齢者虐待防止法では、養護者が「いじめてやろう、しいたげてやろう」と思っているかど

うか、高齢者本人が「いじめられている、しいたげられている」と思っているかどうかは問わ

れない。「虐待であると自覚している」のかどうかは関係なく、客観的にみて「高齢者の権利が

侵害されている状態かどうか」で虐待か否かの判断を行うことになる。  

４） 虐待の疑いから支援していくことが大切 

高齢者虐待は、小さな芽のうちから支援の対象として対応することこそが、深刻な高齢者虐

待の事態を防止すると考えられている。虐待を疑ったら早めに岡谷市役所介護福祉課または下

諏訪町役場高齢者係（以下、地域包括支援センター）に連絡報告する事が必要である。   

５） 虐待なのかどうか間違っていても構わない 

「これって虐待？」と思いながらいつまでも通報を控えると、高齢者の権利を護るために必

要な支援が行われないまま時間がたってしまう事が考えられる。虐待ではない、また虐待かど

うかはっきりしない場合でも、支援が必要な場合は随時支援を行っていくことが必要である。

虐待の有無の判断は地域包括支援センターが共に検討確認する。確固たる理由がなくても「虐

待かも」と思ったら連絡をする事とする。  
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（３） 高齢者虐待の種類と具体例  

養護者による高齢者虐待類型の例について下表に示す。養護者による下表のような行為で、高齢

者本人が心身に深い傷を負い、基本的人権が侵害されているような場合には、虐待対応を行う必要

がある。問題が深刻化する前に発見し、支援を開始することが重要である。  

 

区 分  内容と具体例  

身体的虐待  

  

  

① 暴力的行為で、痛みを与えたり身体にあざや外傷を与える行為。  

【具体的な例】  

・平手打ちをする。つねる。殴る。蹴る。やけど、打撲をさせる。  

・刃物や器物で外傷を与える。 など  

② 本人に向けられた危険な行為や身体になんらかの影響を与える行為。  

【具体的な例】  

・本人に向けて物を壊したり、投げつけたりする。  

・本人に向けて刃物を近づけたり、振り回したりする。(※) など  

③ 本人の利益にならない強制による行為によって痛みを与えたり、代替方

法があるにもかかわらず本人を乱暴に取り扱う行為。  

【具体的な例】  

・医学的な判断に基づかない痛みを伴うようなリハビリを強要する。  

・移動させるときに無理に引きずる。無理やり食事を口に入れる。など  

④ 外部との接触を意図的に、継続的に遮断する行為。  

【具体的な例】  

・身体を拘束し、自分で動くことを制限する。（ベッドに縛り付け 

る。ベッド柵を付ける。つなぎ服を着せる。意図的に薬を過剰に 

服用させて、動きを抑制する。 など）  

・外から鍵をかけて閉じ込める。中から鍵をかけて長時間家の中に入れな

い。 など  

 

 ※「暴行とは人に向かって不法なる物理的勢力を発揮することで、その物理的力が人の身体に接触する

ことは必要でない。人に向かって石を投げ又は棒を持ち下せば、仮に石や棒が相手方の身体に触れない

でも暴行罪は成立する」（東京高裁判決昭和 25 年 6 月 10 日） 判例のとおり、身体的虐待における暴

力的行為とは、刑法上の「暴行」と同様、本人の身体に接触しなくても、本人に向かって危険な行為や

身体になんらかの影響を与える行為があれば身体的虐待と認定することができる。  
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区 分  内容と具体例  

介護・世話の放

棄・放任（ネグ

レクト）  

① 意図的であるか、結果的であるかを問わず、介護や生活の世話を行っ

ている者が、その提供を放棄または放任し、本人の生活環境や、本人

自身の身体・精神的状態を悪化させていること。   

【具体的な例】   

・入浴しておらず異臭がする、髪や爪が伸び放題だったり、皮膚や衣服、

寝具が汚れている。   

・水分や食事を十分に与えられていないことで、空腹状態が長時間にわた

って続いたり、脱水症状や栄養失調の状態にある。   

・室内にごみを放置する、冷暖房を使わせないなど、劣悪な住環境の中で

生活させる。 など  

・本人が必要とする介護・医療サービスを、相応の理由なく制限したり使

わせない。  

② 専門的診断や治療、ケアが必要にもかかわらず、本人が必要とする医

療・介護保険サービスなどを、周囲が納得できる理由なく制限したり

使わせない、放置する。  

【具体的な例】  

・徘徊や病気の状態を放置する。  

・虐待対応従事者が、医療機関への受診や専門的ケアが必要と説明してい

るにもかかわらず、無視する。  

・本来は入院や治療が必要にもかかわらず、強引に病院や施設等から連れ

帰る。 など  

③ 同居人等による高齢者虐待と同様の行為を放置する。  

・孫が本人に対して行う暴力や暴言行為を放置する。 など  
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心理的虐待  

  

脅しや侮辱などの言語や威圧的な態度、無視、嫌がらせ等によって精神的

苦痛を与えること。   

【具体的な例】   

・老化現象やそれに伴う言動などを嘲笑したり、それを人前で話す等によ

り、本人に恥をかかせる。（排泄の失敗、食べこぼし等）  

・怒鳴る、ののしる、悪口を言う。   

・侮蔑を込めて、子どものように扱う。   

・排泄交換や片づけをしやすいという目的で、本人の尊厳を無視しトイレ

に行けるのにオムツをあてたり、食事の全介助をする。  

・台所や洗濯機を使わせないなど、生活に必要な道具の使用を制限する。   

・家族や親族、友人等との団らんから排除する。 など  

 

区 分  内容と具体例  

性的虐待  本人との間で合意が形成されていない、あらゆる形態の性的な行為また

はその強要。   

【具体的な例】   

・排泄の失敗に対して懲罰的に下半身を裸にして放置する。   

・排泄や着替えの介助がしやすいという目的で、下半身を裸にしたり、

下着のままで放置する。   

・人前で排泄行為をさせる、オムツ交換をする。   

・性器を写真に撮る、スケッチをする。   

・キス、性器への接触、セックスを強要する。   

・わいせつな映像や写真を見せる。   

・自慰行為を見せる。 など  

経済的虐待  本人の合意なしに財産や金銭を使用し、本人の希望する金銭の使用を理

由なく制限すること。   

【具体的な例】   

・日常生活に必要な金銭を渡さない、使わせない。   

・本人の自宅等を本人に無断で売却する。   

・年金や預貯金を無断で使用する。   

・入院や受診、介護保険サービスなどに必要な費用を支払わない。 など  
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≪高齢者虐待に準じた対応が求められる例≫  

○「養護者」ではない親族や、信頼関係が期待される第三者からの虐待  

○一人暮らしなどの高齢者で、認知症やうつなどのために生活能力・意欲が低下し、極端に不衛生

な環境で生活している、必要な栄養摂取ができていない等、客観的にみると本人の人権が侵害さ

れている事例（セルフネグレクト）  

○本人が 65 歳未満であるが、高齢者福祉の分野で支援が必要であると考えられる事例 

（介護保険法 115 条 45 第 2 項第 2 号）  

○養護者や本人の親族、養介護施設従事者等以外の第三者によって引き起こされた財産上の不当取

引による被害  

  

※障害者虐待防止法が成立したことにより平成 24 年 10 月 1 日より高齢者虐待防止法が一部改正さ

れ、養介護施設・事業所を利用する 65 歳未満の障がい者については高齢者と見なし、養介護施設従事

者等による高齢者虐待に関する規定が適用されている。  
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（４）高齢者虐待の背景  

高齢者虐待は、「養護者が悪い人だから虐待が起こる」とは限らない。家族に過度の負担

がかかる、例えば世帯主の失業と本人の要介護状態が同時に発生することなどによって家

族が機能不全に陥り、結果として虐待が発生することもある。高齢者虐待はどこの家庭に

も起こる可能性があることを支援者側がしっかり理解し、予防的な関わりの重要性を理解

していく事が必要である。  

 

 

 

 

 

 

 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

 

  

≪高齢者本人の要因≫   
・認知症の進行・悪化   
・精神的に不安定   
・ ADL の低下   
・判断力の低下   
・金銭管理能力の低下   
・収入が少ない   
・性 格的な問題（偏り、頑固、わがまま）      
・虚弱、身体的・精神的な障がいのため介護に 

対する困難さがある   
・経済的問題（経済的に他人に依存している、   

財産など金銭管理を他人に任せている）   
・現状をあきらめている     
・借金・浪費癖   
・整理整頓ができない   
・相談者がいない   

≪養護者の要因≫   
・性格的な問題   
・精神的に不安定   
・疾病や障がいにより十分に介護を担え 

ない   
・経済的問題（失業、借金、収入が不安 

定 、 浪費癖がある、金銭管理能力がな 
い）   

・世間体を気にする   
・アルコールやギャンブル依存   
・相談者がいない   

≪家族状況≫   
・長年にわたる養護者・本人 の不和・確執   
・本人・養護者の共依存関係   
・暴力の世代間連鎖   
・他の家族の無関心さ   
・キーパーソンの不在   
・住環境の悪さ   
・本人以外に世話の必要な家族がいる   

≪介護上の問題≫   
・認知症に起因する行動上の問題   
・意思疎通困難   
・重い要介護度   
・重い介護負担   
・介護疲れ（介護の他に仕事に従事してい 

る）   
・認知症や介護に関する知識・技術の不足   

≪社会的要因≫   
・社会資源に無知・不信感をもっており、利 

用 しない   
・親族、近隣等からの支援の乏しさ   
・社会的孤立         
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２ 高齢者虐待の防止等に対する各主体の責務  

高齢者虐待防止法（以下、法と記す）では、高齢者虐待の防止、高齢者虐待を受けた高齢者

の迅速かつ適切な保護及び適切な養護者に対する支援を行うため、国及び地方公共団体、国

民、高齢者の福祉に業務上又は職務上関係のある団体及び従事者等に対する責務が規定されて

いる。  

（１） 国の責務と役割  

≪体制整備に関する項目≫  

〇関係省庁相互間その他関係機関及び民間団体の間の連携の強化、民間団体の支援その他必

要な体制の整備（法第 3 条第 1 項）  

〇高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護並びに養護者に対する支援が専門

的知識に基づき適切に行われるよう、専門的な人材の確保及び資質の向上を図るために支

援が専門的知識に基づき適切に行われるよう、これらの職務に携わる専門的な人材の確保

及び資質の向上を図るため、関係機関の職員の研修等必要な措置（法第 3 条第 2 項）  

〇高齢者虐待に係る通報義務、人権侵犯事件に係る救済制度等について必要な広報その他の

啓発活動を行うこと（法第 3 条第 3 項）  

〇高齢者虐待の事例分析、高齢者虐待があった場合の適切な対応方法、高齢者に対する適切

な養護の方法その他の支援に資する事項についての調査及び研究（法第 26 条）  

〇成年後見制度の周知のための措置、成年後見制度の利用に係る経済的負担の軽減のための

措置（法第 28 条） 

 

 

 （２）国民・関係機関の責務と役割 

≪国民の責務≫  

○国民は、高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等の重要性に関する理解を深めるととも

に、国又は地方公共団体が講ずる高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等のための施策

に協力するよう努めること（法第４条）  

≪保健・医療・福祉関係者の責務≫  

○高齢者の福祉に業務上又は職務上関係のある者は、高齢者虐待を発見しやすい立場である

ことを自覚し、高齢者虐待の早期発見に努めなければなりません。また、国及び地方公共

団体が講ずる高齢者虐待防止のための啓発活動及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護のた

めの施策に協力するよう努めること（法第５条）   

※これらの専門職は、高齢者の生活に身近で虐待の徴候などを知りうる立場にあることから、

その職務上関わった状況に基づき、虐待のおそれに気がつき、早期に相談・通報につなげて

いくことが強く期待されるとともに、市町村が虐待認定や緊急性の判断を行う際の必要な調

査や情報収集における情報提供などの協力が不可欠である。  
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（３）市町村の責務と役割  

≪高齢者への対応に関する項目≫  

 ○高齢者や養護者に対する相談、指導、助言（法第６条）  

 ○通報又は届出を受けた場合の守秘義務（法第８条）  

 ○通報を受けた場合、速やかな高齢者の安全確認、通報等に係る事実確認、高齢者虐待対応協

力者と対応についての協議（法第９条第１項）  

 ○老人福祉法に規定する措置及びそのための居室の確保、成年後見制度利用開始に関する審判

の請求（法第９条第２項、法第１０条）  

 ○立入調査の実施（法第１１条第１項）  

 ○立入調査の際の警察署長に対する援助要請（法第１２条第１項）  

 ○老人福祉法に規定する措置が採られた高齢者に対する養護者の面会制限（法第１３条）  

 ○養護者、親族又は養介護施設従事者等以外の第三者による財産上の不当取引の被害に関する

相談の受付、関係部局・機関の紹介（法第２７条第１項）  

 ○財産上の不当取引の被害を受け、又は受けるおそれのある高齢者に係る審判の請求 

（法第２７条第２項）  

≪養護者支援に関する項目≫  

 ○養護者に対する負担軽減のための相談、指導及び助言その他必要な措置（法第１４条第１

項）  

 ○養護者に対する負担軽減のために、高齢者が短期間養護を受けるために必要となる居室の確

保（法第１４条第２項）  

≪体制整備に関する項目≫  

 ○関係省庁相互間その他関係機関及び民間団体の間の連携の強化、民間団体の支援その他必要

な体制の整備（法第３条第１項）  

 ○高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護並びに養護者に対する支援が専門的

知識に基づき適切に行われるよう、専門的な人材の確保及び資質の向上を図るため、関係

機関の職員の研修等必要な措置（法第３条第２項）  

 ○高齢者虐待に係る通報義務、人権侵犯事件に係る救済制度等について必要な広報その他の啓

発活動（法第３条第３項）  

 ○専門的に従事する職員の確保（法第１５条）  

 ○関係機関、民間団体等との連携協力体制の整備（法第１６条）  

 ○対応窓口、高齢者虐待対応協力者の名称の周知（法第１８条）  

 ○成年後見制度の周知のための措置、成年後見制度の利用に係る経済的負担の軽減のための措

置（法第２８条）  

この他、介護保険法の規定として、高齢者虐待の防止、早期発見のための事業、高齢者の権利擁

護のため必要な援助が義務づけられている。 
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3 高齢者虐待対応について  

高齢者虐待対応の基本的な流れ   

 

（１） 発見  

  虐待を早期に発見し問題の深刻化を防ぐためには、近隣住民をはじめ、地域の民生委員児童委員

や自治会などの地域組織、介護支援専門員や介護保険サービス事業所の職員など高齢者を取り巻く

様々な関係者が虐待に対する認識を深め、虐待の兆候に気づくことが大切である。 虐待の発見に

は、「高齢者虐待発見チェックリスト」を活用する。複数のものにあてはまると、疑いの度合いはよ

り濃くなる。この他にも様々な「サイン」があることを認識しておく。 

（２） 相談・通報受理  

 高齢者虐待防止法では、虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者に対し、市への通報努力義務

が規定されている、特に高齢者の生命または身体に重大な危険が生じている場合には、速やかに市

に通報しなければならない義務が課されている。通報を受理した職員は、通報等をした者を特定さ

せるものを漏らしてはならないとされ（法第 8 条）、通報者に関する情報は守られる。   

 

  ≪相談・通報時の確認事項≫  

  ○虐待の状況  

・いつから発生したか           ・虐待の頻度  

    ・どのような状況から虐待と疑ったか    ・この通報を決断したきっかけ（理由）  

  ・現在、本人はどうしているか（安否確認） ・本人の分離の希望  

  ○本人と家族の状況  

  ・本人の意思表示能力、要介護状態  

  ・虐待をしていると思われる人はどのような関係の人か、他に家族はいるのか  

  ・その家族に関わっている関係者がいるか  

  ○サービスの利用状況や関係者の状況  

  ・介護サービスを利用しているか（過去に利用したことがあるか）  

  ・本人と連絡が取りやすい関係者は誰か、キーパーソンとなりそうな人は誰か  
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緊急性の判断の目安  

高齢者虐待の種類と、それぞれの行為の例・緊急性の判断の目安を次頁の表に示す。 

状況に恒常性・継続性があり、改善の見込みがない場合は、特に注意が必要である。  

虐

待

の

種

類 

 

緊急性の判断の目安  

レベル３ (最重度)  レベル２ (重度～中度)  レベル１ (軽度)  

生命、心身の健康、生活に

関する危険な状態が生じて

いる  

生命、心身の健康、生活に著

しい影響が生じている  

生命、心身の健康、生活へ

の影響が予想される  

身

体

的

虐

待 

 

暴力等により、生命の危険

がある（重度の火傷、骨

折、頭部外傷、首絞め、揺

さぶり、身体拘束など）。  

暴力等により、比較的軽症 

である打撲痕、擦過傷、内

出血が認められる。睡眠薬

の過量摂取による過度の睡

眠状態がみられる。  

時々、軽くつねられる、叩

かれるといった状態がみら

れる。  

介

護・

世話

の放

棄・

放任 

 

食事が与えられないことに

よる重度の低栄養や脱水状

態がみられる。十分な介護

を受けられないことによ

り、重度の褥そうや肺炎を

起こしたり、戸外放置がみ

られる。  

食事が与えられないことによ 

る体重の減少がみられる。十

分な介護が受けられないこと

による極めて不衛生、不潔な

状態がみられる。  

一時的にケアが不十分な状

態がある。状態にあったケ

アがなされていない。  

心

理

的

虐

待 

 

著しい暴言や拒絶的な態度

により、人格や精神状況に

ゆがみが生じている。時

に、抑うつ状態や自殺企図

にまで至る。  

暴言や無視により、無気力や

自暴自棄な状態になってい

る。自尊心の低下が著しい状

態がみられる。  

無視や幼稚言葉や暴言があ

り、落ち込むことがある。  

性

的

虐

待 

 

同意のない性行為がなされ 

ている。わいせつな行為を

されること、又はさせられ

ること。恒常的な行為が続

く、又は性感染症などに至

る。  

排泄介助後、下半身を裸にし

て放置するなど、心理的・身

体的な苦痛がある状態がみら

れる。  

性的な言葉かけ、接触、態

度、視線により、精神的に

苦痛を感じている。  



 

13  

経

済

的

虐

待 

 

年金の搾取等により、収入

源が途絶え、食事が摂れな

い、電気、ガス、水道が止

められる。  

年金の搾取等により、支払い

が滞りがちとなる。  

他者が年金等を管理し、時

折、本人の承諾なく使って

いる。  

  

（３） 事実確認  

 相談・通報受理後は、地域包括支援センターが主体となり、事実確認を行う。関係機関からの情報

収集および訪問調査等を行い、関係機関と連携して多面的に事実確認を行う。  

 訪問調査においては、本人及び家族との信頼関係の構築を第一に、地域包括支援セン 

ターと介護支援専門員等関係機関の役割分担を整理しておくことが必要である。 

  

≪地域包括支援センターが事実確認を行う際のポイント≫  

○できる限り訪問する。  

・健康相談の訪問など、理由をつけて介入を試みる。  

・家族に虐待を疑っていることがわからないように対応する。  

・一方的に虐待をしている家族を悪と決めつけず、先入観を持たないで対応する。  

・本人と家族は別々に対応する。（できれば、本人と家族の担当者は分けチームで対応する。）  

・介護負担軽減のためのアドバイスを行う。（介護保険制度の説明 等）  

・プライバシー保護について説明する。  

※介護支援専門員や事業所からは客観的な事実に基づいた情報提供お願します。 

○収集した情報に基づいて確認を行う。     

・無理な情報収集は避け、信頼関係を作る。  

・介護者の介護負担をねぎらい、問題を一緒に解決することを伝えながら情報収集に努める。  

・関係者から広く情報を収集する。（家の状況、居室内の状況、本人の様子 等）  

・キーパーソンとなりうる人を探す。  

○解決すべきことは何か本人や家族の状況から判断する。  

・緊急分離が必要か。  

・一時分離かサービス提供、家族支援か。  

・けがの程度などから、医療が優先される場合は主治医に連絡して状況を伝え指示を仰ぐ。  

・自分の価値観で判断しない。          
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（４） 定例会議   

事実確認後、地域包括支援センターにて、虐待有無の判断を行う。継続的な支援を行う場合の支

援方針を協議する。支援方法の決定にあたっては、関係機関からの情報収集、訪問調査、本人の意

思確認等を行い、それらを総合的に判断する。  

（５） 虐待個別ケース会議  

 管轄の地域包括支援センターと市の地区担当保健師にて、今後の支援方針の協議を行う。また、必

要に応じて関係機関を交えた虐待個別ケース会議を開催することにより、関係機関と連携して対応

する。  

 虐待個別ケース会議は、個別の虐待事例に対する支援方針、支援内容、各機関の役割、主担当者、

連絡体制等を具体的に協議する場であり、虐待が発生した背景要因の分析を行い、その解決に向け

た支援方針を協議する。  

（６） 支援方法の検討・協議・支援の実施  

 虐待個別ケース会議により、支援方針の協議を行ったのちに、各関係機関の協力のもと支援の実施

にうつる。緊急性の度合いにより求められる対応も大きく左右されてくる。また、虐待個別ケース

会議の時点において高い緊急性が認められず、その後の対応時に状況が急変し、深刻化するケース

もあることを踏まえ、常に状況を把握し、柔軟に対応できるようにしておく必要がある。  

（７） モニタリング  

 支援計画に沿った対応が実施されてから、その内容を評価していくことを目的に、地域包括支援セ

ンターにてモニタリングを行っている。計画通りに効果的な対応がなされているかについて関係機

関で連携を行い、支援の評価を行う。 

モニタリングの前に、地域包括支援センターが各関係機関への情報収集や訪問調査により、状況確

認を行う。その情報を元に、モニタリングにおいて、虐待対応としての継続的支援の必要性につい

て協議し、「継続」「保留」「終結」の判断を行う。  

１） 継続：虐待が継続している・虐待の疑いがある場合 

定期的な状況確認を行い、関係機関と連携しながら支援する。  

２） 保留：高齢者虐待が解消したが、再発の可能性が残っている場合 

終結までの判断ができず、年に 1～2 回のモニタリングをもって判断。1 年以上の再発がな

く生活が安定した状態であれば年度末のモニタリングにて終結の判断を行う。  

３） 終結：高齢者虐待が解消し、本人の生活が安定した場合 

ア  本人が死亡した場合 
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イ  養護者が死亡、重篤な疾病や障害となり虐待ができなくなった場合 

ウ  養護者と分離ができていて、本人の生活が安定している場合  

エ 養護者と分離できていないが、虐待が解消し本人の生活が安定し、関係者の見守りもあ

る場合  

オ 本人が転出した場合（必要により転出先に引き継ぐ）  

・分離＝終結ではなく、虐待対応の支援課題が解消したかどうかで判断。分離後も支援課題が発生

している場合は、対応を継続することがある。  

・分離していない場合でも、虐待が解消し本人の生活が安定、関係者の見守りもある場合は、終結

と判断。  

・虐待対応の終結後においても、虐待防止の観点から関係機関の見守り体制を継続、別の支援課題

への対応のために困難ケースとして地域包括支援センターが関わりを継続することもある。  

※モニタリングの結果や判断根拠については、地域包括支援センターと関係機関において、情報共有を

図る必要がある。  

※虐待対応の終結後にも、虐待の再発につながるような気になる事がある場合は、地域包括支援センタ

ーへ報告相談する。  

 
≪虐待対応終結後、介護支援専門員・事業所として留意すること≫  

 ○前回同様の虐待の再発が見受けられないか ○本人の状態（介護度等）の変化  
 
○家族の状態の変化                    ○家族構成の変化  

 
○経済面の変化 等  

  

※本人の住所閲覧制限をしている場合は、地域包括支援センターも周知の上、各市民課で管理してい

る。 

 

4 支援の在り方  

（１）支援の具体例と在り方   

１） 介護熱心な家族による虐待  

介護に熱心な家族が、高齢者に虐待を行うことがある。献身的に世話をする家族が虐待を行

う例が少なからず見られる。この場合、虐待する家族はしばしば悔悟の念を持っている。虐待が

濃厚に疑われても、それを加害者である家族に指摘することは必ずしも有効とは限らない。  

（支援の在り方）  
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・家族が疲労していることやストレスが蓄積していることを察し、「サービス担当者会議」を

介護支援専門員等とともに開催し、必要に応じてショートステイやデイサービスなどの利

用を提案する。  

２） 養護者や家族に介護負担・ストレスがある場合  

養護者や家族に介護量の増大・集中、元気がないなどの様子や疲れの訴えがある場合、介護

負担やストレスの軽減を図る。  

（支援の在り方）  

・モニタリング（定期的・随時）や電話で、養護者の話を聞き、頑張っている様子を支持す

る。  

・居宅サービスを導入・増加により、実質的な介護量を減らす。  

・同居家族や別居親族の間で介護負担の調整を勧める。（一時的な介護者交代や分担など）  

・専門家のカウンセリングの利用を勧める。  

・介護についての相談窓口、家族会等を紹介する。  

３） 養護者や家族に介護の知識・技術が不足している場合  

正しい知識や介護技術に関する情報の提供を行う。  

（支援の在り方）  

・介護の知識・技術についての情報を提供する。  

・在宅サービスを導入し、サービス提供の中で知識・技術を伝える。  

４） 認知症に対する理解が困難な場合  

「認知症特有の行動」に対して介護する養護者や家族がうまく理解できないときや認知症と

わかっていても受け入れきれない、どう対応していいかわからない時、養護者や家族が高齢者に

虐待行為を行ってしまうことがある。認知症のことが頭でわかっていても、毎日顔を合わせて生

活している養護者や家族は、いらだちがにわかに解消されるとは限らない。養護者や家族の疲労

を考えて、適切な負担軽減をしていく事が必要である。   

（支援の在り方）  

・正しい知識や介護技術に関する情報の提供を行う。  

・養護者や家族に、認知症の症状や関わり方について説明、指導をするとともに、相談窓口

を紹介し、専門的な助言を受けるように勧める。（精神科や認知症外来など）  

・服薬等により症状のコントロールが可能な場合があるため、専門医を紹介し診断・治療につ

なぐ。  

・日常生活自立支援事業、成年後見制度の活用を検討する。  

・介護についての相談窓口、家族会等を紹介する。  

５）高齢者本人や養護者、家族に精神疾患やアルコール等の依存症、知的障害などがあることに

より問題がある場合 高齢者と同居している養護者や家族が、統合失調症や知的障害の可能
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性がある場合がある。この場合、養護者や家族が当初はうまく介護をしていても、高齢者の

ＡＤＬが低下したり、病状が進むと、その養護者や家族の対応能力を超えるようになり、放

置したり、暴言・暴行に及ぶことがある。また、養護者や家族なりに一生懸命介護している

つもりでもうまくいかず、養護者や家族が高齢者の SOS のサインを見落としてしまうこと

がある。  

 （支援の在り方）  

・家族の能力を見極めながら、適切な居宅サービスを導入することにより、養護者の労力的・

精神的な負担を軽減することが先である。  

・養護者による介護が限界に達しており、高齢者の全身的な状態が悪化している場合には、施

設入所あるいは入院を提案することがよいこともある。  

・医療機関や障がい福祉課につなぎ、連携した支援を行うことも必要である。  

・地域の民生委員児童委員等に見守りを依頼する。  

・日常生活自立支援事業や成年後見制度の活用を検討する。  

    ・他の家族と協力して専門治療につなげる。 

６）経済的な困窮がある場合  

（支援の在り方）  

・対応策を地域包括支援センターや社会福祉課などと協議し、連携して支援する。（生活保

護、生活困窮者自立相談支援事業、各種減免手続きの支援など）  

７） 家族そのものが崩壊して放置されている場合  

何らかの原因で、高齢者が虚弱になった後、他の家族の構成メンバーにより家族の力が再生

せず、高齢者の世話をすることが困難になっている場合がある。この場合、もともとある家族の

構造把握に努めることが重要である。  

（支援の在り方）  

・全身状態が悪い場合や、しばしば発熱などの体調変化を生じる場合には、入院や施設入所な

どを検討する。   

８） 家族や親族による金銭などの請求行為がある場合  

同居の有無にかかわらず家族や親族が高齢者の年金を搾取する例などがある。預金通帳など

も家族に管理されてしまい、本人が知らないうちに金銭の搾取が行われることもあり、解決が困

難な場合がある。  

（支援の在り方）  

・日常生活自立支援事業や成年後見制度の利用を検討する。  

・他の家族の協力が得られる場合には、必要な手続きなどの支援を行う。  

９） 過去の家庭内虐待の継続、あるいは地位の逆転がある場合  
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すでに手足の自由が効かなくなった高齢者が、なお、杖などで妻を殴打しようとする場面がと

きに見られる。逆に、過去、家庭内で暴力をうけていた妻が、寝たきりになった夫に、暴言や暴

行を行う例もある。この行動は、家族の歴史があり、簡単ではない。第三者にはにわかには理解

しかね、家族らとの信頼関係が構築されれば、過去のエピソードを打ち明けて知りうることもあ

る。  

（支援の在り方）  

・関係機関と連携しながら、在宅ケアのサービスを導入し、家族の介護負担を軽減していく。  

１０） 児童虐待の併発など子や孫が抱える問題がある場合  

（支援の在り方）  

・子ども関係部署と連携して支援する。（こども課・子育て支援センターなど） 

・子や孫が成人している場合は社会福祉課など関連機関と連携して支援する。 

  

（２）養護者（家族等）支援の意義  

  高齢者虐待防止法では、養護者の負担軽減のため、養護者に対する相談、指導及び助言その他必

要な措置を講じることが規定されている（法第１４条）。 高齢者虐待事例への対応には、虐待を

行っている養護者も何らかの支援が必要な状態にあると考えて対応することが必要である。  

   高齢者が要介護状態にあり、養護者に認知症に対する介護の知識がないために介護疲れによっ

て虐待が起きる場合や、家族間の人間関係に強弱、養護者自身が支援を要する障害の状態や経済

的状況にあるなど、高齢者虐待は様々な要因が絡み合って生じている。要因をひとつひとつ分析

し、養護者に対して適切な支援を行うことで、高齢者に対する虐待も予防することができると考

えられる。  虐待を行っている養護者を含む家族全体を支援する観点が重要である。   

 

 ≪養護者（家族等）支援・対応のポイント≫  

 ○本人や家族が孤立しないように声をかける  

 ・高齢者の多くは自宅で生活することを望んでおり、また、家族の多くもできれば最後まで家で世

話をしたいと考えている。しかし、介護する家族は様々な負担を抱え、常に緊張状態を強いられて

いる。緊張状態が続くと介護に無理が生じてくる。サービスの利用によって負担軽減にもなるが、

誰でもすぐに行える有効な方法は、養護者に対して「大変ですね。大丈夫ですか？」と声をかける

こと。「誰かが気にかけてくれている」「介護の大変さを理解してくれている」と感じることで、養

護者はその負担を軽減することができる。    
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 ○自らの価値観を押し付けない  

・介護を取り巻く環境や考え方は時代とともに変化しているが、その反面、各世代に深く根付いて

いる慣習等が虐待を引き起こす要因となっていることもある。介護について「親の面倒は長男が看

るべき」などと考えている人も少なくない。価値観を他人に押し付けることで、結果的に養護者を

追い詰めることにもつながりかねない。各家庭にはそれぞれの事情があることを忘れてはいけな

い。   

 ○多面的な介入を図る  

 ・家族支援に当たっては、精神保健や生活保護、障がい福祉、児童福祉などと連携し、多面的に介

入を図っていくことが必要である。  

・家族の介護負担が増大しないように、また、高齢者本人の要介護等の状態を受容できるよう、カ

ウンセリング等の技法を用いた支援も必要である。   

 ○本人支援を担当する人と、養護者への支援を担当する人を分ける  

 ・高齢者本人と養護者のそれぞれの立場から物事をとらえ、考えられるようそれぞれに担当を分け

ることが必要である。  

 ○長期的な観点から家族全体への影響を考慮して支援方針を決定する  

 ・保護・分離などを図る場合には、本人支援が終わった後に残された家族を誰がどのようにフォロ

ーしていくかが課題となる。残された家族への影響、家族の後の生活のことも考慮して支援方針を

決定し、早期から関係機関を入れていく必要がある。   

○振り回されないように支援者間で情報交換、共通した対応方針の徹底を図る  

・養護者等に振り回されないように、支援者同士がきちんと情報交換、事実確認をし、共通した対

応方針を確認して徹底していくことが必要である。   

  

（３）介入拒否がある場合の対応  

      調査や支援に対して拒否的な態度をとる養護者等へのアプローチは、虐待に関する初期援助の

中で最も難しい課題の１つであり、高齢者の安全確認ができない場合は、立入調査の実施も視野

に入れながら、様々な関係者との連携協力のもとで対処する必要がある。 養護者にとって抵抗感

の少ない方法を優先的に検討し、それらの方法では困難な場合には立入調査を検討する流れとな

るが、緊急な介入が必要となる高齢者の生命や身体に関する危険性が認められる場合には、養護

者等の拒否的な態度に関わらず立入調査を含めて積極的な介入が必要である。  
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１） 関わりのある機関からのアプローチ  

        高齢者が介護保険サービス等を利用している場合、あるいは市において訪問調査等がなされ

ている場合には、介護支援専門員や介護サービス事業所職員、関係機関などから養護者に対し

て介護負担を軽減するためにショートステイ等の介護サービスが利用できるなどの情報を伝え

る。養護者の介護負担に対する理解を示すことで、事実確認調査や援助に対する抵抗感を減ら

すことができると考えられる。  

２） 医療機関への一時入院  

         高齢者に治療の必要な外傷や疾病がある、体力の低下などが疑われる場合には、協力が得ら

れやすい医師や医療機関に協力を仰いで検査入院等の措置を取り、対応を検討することが良い

ときもある。また、高齢者と養護者を一時的に分離させることで、養護者等への支援もやりや

すくなる面もある。   

３） 親族、知人、地域関係者等からのアプローチ  

        養護者と面識のある親族や知人、地域関係者などがいる場合には、それらの人に養護者の相

談にのってもらいながら、高齢者や養護者等の状況確認や地域包括支援センターへのつなぎを

してもらうなどの方法も考えられる。   

４） さまざまな工夫を重ねても、安全を確認することができない場合  

    さまざまな工夫を重ねても、高齢者の生命や身体の安全を確認することができない場合、適切

な時期に立入調査の要否を検討することが必要となる。立入調査の要否を判断する根拠とし

て、これまで訪問した日時とその結果の記録が重要となる。（例「○月○日○時（訪問者名）、

モニタリングしたが留守で会えず」など）    立入調査の要否は、地域包括支援センターにて判

断する。  

  

≪介入拒否時の対応のポイント≫  

○本人や家族の思いを理解・受容する  

・高齢者虐待の問題として家族を批判したり責めたりすることはしない。まずは本

人や家族の思いを理解、受容する。家族を追い込まない。  

  ・「虐待者＝加害者」として捉えるのではなく、虐待者が抱えている悩みや困惑、疲 

労について、苦労をねぎらいながら理解を示していく。これまで介護などでがん 

ばってきたことを評価し、ねぎらう。（傾聴、共感）  

  ・本人や家族の思いを理解・受容することによって信頼関係をつくり、なんでも話し 

やすい関係性に結びつける。  

 ○名目として他の目的を設定して介入  



 

21  

  ・虐待のことで介入すると悟られることのないよう、名目としては違う目的を設定し 

て介入する。たとえば、介護保険の認定調査や配食サービス、調査（意識調査な 

ど）が考えられる。  

 ○訪問や声かけによる関係作り  

  ・定期的に訪問したり、「近くをとおりかかったので」といった理由や他の理由を見 

つけて訪問したり声かけを行う。 

  ・訪問や声かけを通じて、時間はかかるが細く長くかかわることに配慮する。時に本 

人に会うことができたり、家族に連絡がとれたり、近隣から情報を聞けることがあ 

る。  

 ○家族の困っていることから、段階をふみながら少しずつ対応の幅を広げる  

  ・いきなり虐待の核心にふれるのではなく、家族の一番困っていることは何かを探 

り、それに対して支援できることから順に対応していく。たとえば介護保険のサー 

ビス提供などで家族の介護負担を軽減することから始めるなど。  

  ・虐待者が困っている時が介入のチャンスであり、虐待者の困難を支援するという視 

点でアプローチすることが有効。  

 ○家族側のキーパーソンの発掘、協力関係の構築  

  ・本人の意思決定に影響を与えうる人を家族、親族などの中から探し出し、その協力 

を得て援助を展開する。  

 ○主たる支援者を見きわめる 

  ・主たる支援者と本人・虐待者の相性がよくないなどの場合には、主たる支援者を変 

更したり、ほかの機関・関係者からアプローチしてもらうなどの方策をとることも 

考える。  

  ・高齢者本人が医療機関に受診している場合には、医師の説得が効く場合があるた 

め、医師等との連携も視野に入れて対応を図る。  

  ○緊急性が高い場合は法的根拠により保護  

  ・緊急性が高いと判断される場合には、法的根拠に基づく支援を行う。  
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（４）養護者との分離  

     高齢者の生命や身体に関わる危険性が高く、放置しておくと重大な結果を招くおそれ 

が予測される場合や、他の方法では虐待の軽減が期待できない場合などには、高齢者を 

保護するため、養護者等から分離する手段を検討する必要がある。分離することによっ 

て、高齢者の安全を危惧することなく養護者に対する調査や指導・助言を行うことがで 

きたり、一時的に介護負担等から解放されることで養護者も落ち着くことができるな 

ど、援助を開始する動機づけにつながる場合もある。  

  

１）対応体制  

     事例によっては可能な限り速やかに分離することが必要な場合もあり、そのような 

 場合には直ちに対応することが必要である。休日や夜間に関わりなくできる限り速やか 

に対応することを原則とする必要がある。  

２）保護・分離の手段  

     虐待を受けた高齢者を保護・分離する手段としては、契約による介護保険サービス 

の利用（短期入所、施設入所等）、やむを得ない事由による措置（特養、養護、グルー 

プホーム、小規模多機能、短期入所等）、医療機関への一時入院などの方法が考えられ 

る。高齢者の心身の状況や地域の社会資源の実情に応じて、保護・分離する手段を検討 

することが必要となる。  

３）分離の考え方  

①高齢者虐待対応全てが分離となるわけではない  

  ・在宅介護への集中的支援によって虐待が解消することもある。   

②分離には「一時的に分離する」という方法もある  

   ・一度「安全」「安心」を確保した上で、適切な支援を検討するという方法もある。   

③分離＝虐待の終結となる、とは限らない  

   ・分離→在宅復帰ということもあり得る。本人が分離先で安定した主体的な生活が送れ 

るようになり本人が分離先での生活を望めばそれがゴールとなることもある。  

   ④分離が必要な状態になるまで、「待つ＝見守る」のは間違い  

   ・「見守りという名の放置」にならないように、根拠や役割分担がはっきりとした支 

  援としての計画的見守りを行う。必ず「モニタリング・評価」を実施し、見守り支援が有効と

はいえない場合には介入を実施する。  

 ４）分離を図る場合に考えておくべき事項  

①施設等での本人支援  

・施設等に向かう時の本人の移送方法  
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・必要なケア、特に配慮が求められる本人の状況を具体的に施設に誰が、いつ伝えるか  

・施設では提供できない医療が必要になった場合の対応（入院の場合の医療同意をどうする

か？）  

・把握しておいてほしい本人の状態像の理解（意思・意向の変化、必要としている介護等）   

②養護者への対応  

・分離（面会制限）については、いつ、誰が、どのような方法で説明するか  

・分離前後に必要となる養護者支援の具体的な段取り  

③他の親族がいる場合の対応  

④準備しなければならない物品、現金等（薬、保険証等）  

⑤連絡体制（急変時の対応、土日の連絡体制等）  

⑥分離中に検討、解決したい課題  

・分離目的の明確化  

・分離後の具体的な支援  

・虐待個別ケース会議等にて必要な段取りと役割分担（チームによる支援が必須）  

  

5 介護支援専門員の役割  

   高齢者虐待の問題では、虐待を未然に防ぐことが最も重要な課題である。そのためには、家庭

内における権利意識の啓発、認知症等に対する正しい理解や介護知識の周知などのほか、介護保

険制度の利用などによる家族の負担軽減策が有効である。また、虐待のリスク要因を低減させる

ために、様々な関係者が一体となって高齢者世帯に働きかけを行うなど、チームとして対応して

いくことも重要となる。 各関係機関との連携で留意することは、単に加害者や被害者という関係

で養護者を責めずに訪問が継続できるよう、以下の関係機関と協議の機会をもちながら共通理解

を図るとともに具体的な取り組みを検討することが必要である。 

   介護支援専門員が果たす役割は、発見からマネジメント、支援の実施まで幅広いも 

のであり、定期的に訪問することで高齢者本人や家族との信頼関係を構築しやすく、 

その日常的な活動が、高齢者虐待の防止や早期発見に大きく寄与するものである。  

  

（初期対応）  

・虐待の疑いを持つような事実を発見した場合は、介護保険サービス提供事業所等から情報収集

を行う。  

・地域包括支援センターに相談報告する。（緊急性が高い場合は、警察に連絡する）   

・高齢者や養護者の様子を観察し、細かく客観的に記録する。  

・自宅内の様子を確認できる機会のある介護支援専門員は、本人の外見だけでなく、  自宅内の

様子も客観的に観察をすることが大切である。  
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・介護や生活上のことで困ったことはないか、養護者の相談相手になる。  

・事業所内及び事業所外の関係機関と協議の機会を持ち、共通理解を図るとともに具体的な取り

組みを検討する。  

  ・一人で抱え込まずに、関係機関とチームで対応していくことが大切である。  

（介入）  

  ・高齢者が身体的暴行や介護放棄などの虐待を受けた結果、重い外傷や栄養失調、脱 

水症状など一刻を争う場合には、110 番・119 番へすみやかに連絡する。  

 ・その後の対応は、地域包括支援センターと連携を継続しながら必要な協力や役割を担う。  

（援助）  

  ・高齢者を受容し、安心感を持たせ信頼関係を継続していく。  

  ・「疑い」があれば高齢者から無理せず自然に話を聞くようする。  

  ・必要に応じて高齢者自身が SOS をだせるように支援する。 

    ・養護者を責めずに、訪問が継続できるような関係を保つ。  

 ・声かけなどの精神的支援を行う。  

  ・援助は単独で行わず、各機関と協議しながら何に焦点をあてて援助するか、どんな役割分担を

行うか明確にする。  

  ・単に加害者や被害者という関係で見ないで、養護者も介護負担や不安の中で苦しんでいること

に目を向けた援助を行うことが大切である。   

    

＜介護支援専門員と各関係機関との役割の違い＞  

介護支援専門員は契約に基づいて高齢者に関わり、高齢者の日常を支えるケアプランのマネジ

メントを担当している。 一方、地域包括支援センターは高齢者虐待防止法にもとづいて高齢者

と養護者に関わり、虐待を解消するための中心的な役割を担っている。虐待対応については、介

護支援専門員の介護保険ケアマネジメントと地域包括支援センター・長寿社会課による支援をう

まく連携させながら対応することが大切である。  

  

6 高齢者虐待における理解の仕方  

☆高齢者虐待を判断する上での要点とは。  

 ⇒ 虐待かどうかの判断は、本人が安心して暮らす権利が脅かされているかどうかで判断する。脅

かされていると思われる事情があれば「虐待ではないか」と疑うべきである。（特にその行為が

反復・継続している事が一つの目安となる）  

    担当者の価値観で判断することなく、必ず複数で見て聞いてから判断する事が必要。  
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☆なぜ支援困難事例として対応するのではなく、虐待と認定する必要があるのか。  

 ⇒ 高齢者虐待対応の目的は、虐待を解消し、本人が安心して生活を送るために環境を整えること

である。目的を実現するために、虐待を受けている人の保護はもとより、必要な場合には、家

族も支援の対象として明確にするために、虐待と認定することが重要である。 相談や通報を受

けた事例が高齢者虐待に該当するかどうかを判断することは、本人や家族も支援の対象として

位置付けるためになされるものである。高齢者虐待と認定することで、市町村の権限の行使も

含めた対応を検討することが可能となる。本人や家族の虐待に対する自覚は問わず、客観的に

見て、高齢者の権利が侵害されていると確認できる場合には、虐待と認定して対応を行う必要

がある。  

  

☆同居をして養護をする人（例えば娘）ではなく、同居はしているが養護していない人に

よる虐待は「養護者による高齢者虐待」と捉えるべきか。  

 ⇒ 養護者でない同居人の虐待そのものは「養護者による高齢者虐待」とは言えない。（法第２条第

４項） しかし、養護者が、養護者以外の同居人による虐待（身体的・心理的・性的）を止める

ことなく放置した場合には、虐待を放置した養護者の行為は「養護者による高齢者虐待」に当

たる、と規定している。（法第２条第４項１号ロ）「養護者による虐待」として法による対応を

行っていくことになる。  

  

☆「経済的虐待」の判断のポイントはどのような場合か。  

 ⇒ 経済的虐待については、本人が生計を支えている場合もあり、虐待と判断する事が困難な場合

が少なくない。本人が納得し、その意志に基づいて財産が管理されているか、実際に本人の生

活や介護に何らかの支障が出ていないかなどが判断のポイントとなる。  たとえ本人が納得して

いると思われる場合でも、現在までの家族関係や虐待に対する心理的圧力などから、合意をせ

ざるを得ない状況である事も考えられる。本人の意思が表面的なものである可能性を踏まえ、

真意を丁寧に確認していく事が重要である。 また、本人が認知症などにより判断能力が不十分

と考えられる場合には、財産管理をしている人と本人との関係や客観的にみて本人の利益にか

なっているかどうかを考慮し、判断する必要がある。  

  

 

 

 



 

26  

☆同居していない親族や知人による経済的虐待への対応はどのように行ったらよいか。  

⇒ 高齢者虐待防止法では、経済的虐待の主体を「養護者又は高齢者の親族」と規定している。

（法第２条第４項第２号）同居の有無にかかわらず、本人の親族が経済的虐待をしていれば、

本法の適用となる。同居をしていない知人であっても養護者と言える場合もある。これに対

し、養護者とは評価されない人が金銭搾取をしている場合には本法の適用外となり、通常の虐

待対応とは異なる支援が必要である。 高齢者虐待防止法第２７条（財産上の不当取引による被

害の防止等）や、刑法・民法等の一般規定により対処することになるが、経済的虐待から本人

を守るため、成年後見制度の申立が必要となるケースが多い。事例によっては、刑法の詐欺罪

や窃盗罪に該当することがあれば告訴・告発が、民法上は不当利得の返還請求や不当行為によ

る損害賠償請求をすることが必要になる場合も考えられる。  

  

☆「介護・世話の放棄・放任」の判断のポイントはどのような場合か。  

 ⇒ 家族の介護・世話の知識・技術が不十分であるために、不本意ながら本人の尊厳を損なうよう

な生活に陥っている事例もある。「介護は家族の役割」という思い込みや責任感から、介護する

家族が自らの可能な範囲を超えて介護を抱え込む事が、肉体的・精神的な負担を増大させ、結

果として、虐待を招いている事もある。 介護・世話の放棄・放任に関しては、その対応におい

て、家族に対し介護・世話を過度に負担させる事のないように注意が必要である。養護者やそ

の他の家族の介護・世話に対する意識、無理なく負担できる範囲を見極めながら、養護者や家

族に対して必要な支援を行っていくことが求められる。 

    ショートステイに預けそのまま引き取らない、介護負担を負いたくないといった事例や、意図

的に必要な介入や世話を行わず、劣悪な環境で暮らし、栄養失調・脱水症状を呈するといった

深刻な事例がある事も忘れてはいけない。  

  

☆養護者や家族が「本人のため」と言ってリハビリや介護をし、結果本人にけがを負わせ

たり、精神的苦痛を与えている場合は、虐待に該当するのか。  

 ⇒ 養護者や家族が「本人の健康のため」と言って、専門的知識に基づかないリハビリを行った結

果、本人に外傷や精神的苦痛を与えたり、「本人は何もできないから」と決めつけて全介助を

し、本人が精神的苦痛を感じている場合には、虐待と認定することができる（けがを負わせれ

ば身体的虐待、精神的苦痛を与えれば心理的虐待に該当）。  また、「養護者が一生懸命介護して

いるから」という理由で虐待ではないと捉えてしまうなど、虐待対応従事者側の判断で高齢

者の権利を侵害することのないよう、正確で事実に基づいた判断を行うことが重要である。  
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☆あざや外傷が残っていない場合、身体的虐待と認定できるか。  

 ⇒ 高齢者によっては、内出血ができやすかったり、時間の経過によってあざの場所が移動するこ

となどが考えられる。あざや外傷が残っていない場合や、養護者が否定する場合でも、本人や

周囲からの聞き取りで話を突き合わせて、事実確認を正確に行い、虐待に該当するかどうかを

判断する必要がある。  

  

☆言葉の暴力や脅し、恥をかかせるなどは、後で再現することも確認することも難しい

が、心理的虐待を単独で認定することはできるか。  

 ⇒ 心理的苦痛の程度は、本人の受け止め方や、長年の家族関係が影響するが、最終的に本人の気

持ちを確認し、おびえていたり、精神的に苦痛を感じている場合には虐待として必要な対応を

行うことが求められる。毎日怒鳴られ続けたり、叩かれる真似をされ続けたことに加え、本人

がおびえていたことを根拠に、心理的虐待で認定した事例もある。心理的虐待の背後には他の

虐待が潜んでいる可能性もある。養護者が排泄や着替えの介助を行いやすいという目的で、本

人の下半身を下着の状態にさせ、本人が苦痛と感じている場合などは、性的虐待と心理的虐待

に該当する。 いずれも、本人が精神的に苦痛を感じている場合には、高齢者の権利が侵害され

ている疑いがあるとして、心理的虐待の疑いの有無について、正確に事実確認を行う事が重要

である。  

  

☆本人が必要な医療や介護保険サービスを拒否したり、自ら不衛生な住環境で生活してい

る場合（セルフネグレクト）、どのように対応すれば良いか。  

⇒ 本人が自らの意思で、または認知症やうつ状態などのために生活に関する能力や意欲が低下

し、自らの意思で他者に対して援助を求めず放置しているなど、客観的にみて本人の人権が侵

害されている事例があり、セルフネグレクトという。 セルフネグレクトは、法に定める虐待の

５類型のいずれにも該当しないが、高齢者の権利利益が客観的に侵害されていることには変わ

りがない。  

客観的に見て支援が必要なセルフネグレクトの状態とは、①判断能力が低下している場合、

②本人の健康状態に影響が出ている場合、③近隣との深刻なトラブルになっている場合などが

挙げられる。支援が必要かどうかを総合的に判断し、虐待に準じた対応をすることが求められ

る。基本的に自己決定権が尊重されるべきだが、本人との信頼関係を構築する過程で、本人に

働きかけていくことが必要である。  
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7 参考資料  

（１） 高齢者虐待チェックリスト  

《身体的虐待のサイン》  

チェック  サ   イ   ン   例  

  身体に小さなキズが頻繁にみられる  

  太腿の内側や上腕部の内側、背中等にキズやみみずばれがみられる  

  回復状態が様々な段階のキズ、あざなどがある  

  頭、顔、頭皮等にキズがある  

  臀部や手のひら、背中等に火傷や火傷跡がある  

  急におびえたり、恐ろしがったりする  

  「怖いから家にいたくない」等の訴えがある  

  キズやあざの説明のつじつまが合わない  

  主治医や保健、福祉の担当者に話すことや援助を受けることに躊躇する  

  主治医や保健、福祉の担当者に話す内容が変化し、つじつまがあわない  

 

《心理的虐待のサイン》  

チェック  サ   イ   ン   例  

  かきむしり、噛み付き、ゆすり等がみられる  

  不規則な睡眠（悪夢、眠ることへの恐怖、過度の睡眠等）を訴える  

  身体を萎縮させる  

  おびえる、わめく、泣く、叫ぶなどの症状がみられる  

  食欲の変化が激しく、摂食障害（過食、拒食）がみられる  

  自傷行為がみられる  

  無力感、あきらめ、投げやりな様子になる  

  体重が不自然に増えたり、減ったりする  
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《性的虐待のサイン》  

チェック  サ   イ   ン   例  

  不自然な歩行や座位を保つことが困難になる  

  肛門や性器から出血やキズがみられる  

  生殖器の痛み、かゆみを訴える  

  急に怯えたり、恐ろしがったりする  

  ひと目を避けるようになり、多くの時間を一人で過ごすことが増える  

  主治医や保健、福祉の担当者に話すことや援助を受けることを躊躇する  

  睡眠障害がある  

  通常の生活行動に不自然な変化がみられる  

 

《経済的虐待のサイン》  

チェック  サ   イ   ン   例  

  年金や財産収入等があることは明白なのにもかかわらず、お金がないと訴える  

  自由に使えるお金がないと訴える  

  経済的に困っていないのに、利用負担のあるサービスを利用したがらない  

  お金があるのにサービスの利用料や生活費の支払いができない  

  資産の保有状況と衣食住等生活状況との落差が激しくなる  

  預貯金が知らないうちに引き出された、通帳がとられたと訴える  

 

《介護・世話の放棄・放任（ネグレクト）のサイン》  

チェック  サ   イ   ン   例  

  居住部屋、住居が極めて非衛生的になっている、また異臭を放っている  

  部屋に衣類やおむつ等が散乱している  

  寝具や衣類が汚れたままの場合が多くなる  

  汚れたままの下着を身につけるようになる  

  かなりのじょくそう（褥瘡）ができている  

  身体からかなりの異臭がするようになってきている  

  適度な食事を準備されていない  

  不自然に空腹を訴える場面が増えてきている  

  栄養失調の状態にある  

  疾患の症状が明白にもかかわらず、医師の診断をうけていない  
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《セルフネグレクト（自己放任）のサイン》  

  

チェック  サ   イ   ン   例  

  昼間でも雨戸が閉まっている  

  電気、ガス、水道が止められていたり、新聞、テレビの受信料、家賃の支払いを

滞納している  

  配食サービス等の食事がとられていない  

  薬や届けた物が放置されている  

  ものごとや自分の周囲に関して、極度に無関心になる  

  何を聞いても「いいよ、いいよ」と言って遠慮しあきらめの態度がみられる  

  室内や住居の外にゴミがあふれていたり、異臭がしたり、虫が涌いている状態で

ある  

 

《家族の態度にみられるサイン》  

チェック  サ   イ   ン   例  

  本人に対して冷淡な態度や無関心さがみられる   

  本人の世話や介護に対する拒否的な発言がしばしばみられる  

  他人の助言を聞き入れず、不適切な介護方法へのこだわりがみられる  

  本人の健康や疾患に関心がなく、医師への受診や入院の勧めを拒否する  

  本人に対して過度に乱暴な口のきき方をする  

  経済的に余裕があるように見えるのに、高齢者に対してお金をかけようとしない  

  保健、福祉の担当者と会うのを嫌うようになる  

  

《地域からのサイン》  

チェック  サ   イ   ン   例  

  自宅から本人や介護者・家族の怒鳴り声や悲鳴・うめき声・物を投げられる音が

聞こえる  

  庭や家屋の手入れがされていない、または放置の様相（草が生い茂る、壁のペン

キがはげている、ゴミが捨てられている）を示している  

  郵便受けや玄関先等が、１週間前の手紙や新聞でいっぱいになっていたり、電気

メーターがまわっていない  

  気候や天気が悪くても、本人が長時間外にいる姿がしばしばみられる  

セルフネグレクト（自己放任）とは認知症

などにより、判断能力の衰えた一人暮らしの

高齢者が、自ら他者に対して援助を求めず、

自分で自らの日常生活を放置している状態  
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  家族と同居している本人が、コンビニやスーパー等で、一人分のお弁当等を頻繁

に買っている  

  近所づきあいがなく、訪問しても本人に会えない、または嫌がられる  

  本人が道路に座り込んでいたり、徘徊している姿がみられる  

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部在宅支援課「東京都高齢者虐待対応マニュアル 

（平成 18 年 3 月発行）  

 

（２） 高齢者虐待防止法を理解するための ポイント  

「高齢者虐待」とは何か、法律にはっきりと書かれている。（法第 2 条）  

○高齢者とは・・・ ６５歳以上の方を指す。  

 ○養護者とは・・・ 高齢者の世話をしている家族、親族、同居人を指す。  

 ○高齢者虐待とは・・・ 「養護者による高齢者虐待」と「養介護施設従事者等による高齢者虐

待」を指す。  

 

 「高齢者虐待」への対応は各機関が連携して行う。 （法第 6 条 法第 9 条 法第 11 条）  

※高齢者虐待への対応は、地域包括支援センターと連携して対応している。  

○高齢者や養護者に対する相談・指導・助言  

○通報への対応（高齢者の安全確認、通報の事実確認）  

○高齢者に重大な危険が起きている場合の立入調査の実施  

   

  介護しているご家族などへの支援が重視されている。 （法第 14 条）  

 

○一方的に、虐待をしている養護者を加害者として捉えることは危険である。  

○虐待をしている養護者自身も、何らかの支援を必要としている場合が多くある。  

○養護者の負担を軽減するために相談にのり、必要に応じてアドバイスを行う。  

  
 
高齢者虐待の早期発見・早期対応が重視されている。  

（法第 5 条 法第 16 条）  

   

○高齢者虐待は、さまざまな要因が複雑に絡み合って起こると考えられる。  

要因をいち早く見つけ、虐待が深刻化する前に対応することが重要である。  
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○高齢者虐待に対する正しい知識と理解を持ち、虐待を早期に発見できる地域づくりに協力してい

く事も必要である。  

○高齢者虐待に気づきやすい立場にあることを自覚し、虐待の早期発見に努めることが重要であ

る。  

  

 介護の仕事に就いている専門職は、通報の義務がある。 （法第 21 条）  

  

○介護の仕事に就いている専門職は、高齢者虐待に気付きやすい立場にある。高齢者虐待に気付い

た場合には、当居宅管理者に報告し、地域包括支援センターに相談するなどの対応を取る。  

  

 
 虐待を発見した場合には、通報の義務がある。 （法第 7 条）  

  

○高齢者の生命に関わるような虐待を発見した場合には、地域包括支援センターに通報する義務が

ある。  

○上記以外の場合においても、虐待かな？と感じた時には積極的に通報する。  

  

  

通報者の個人情報はしっかり保護される。 （法第 8 条 法第 23 条）  

 

○通報者の情報は、他に漏らしてはならないことが法律にも明確に定められている。  

○守秘義務より通報義務が優先され、通報の内容が間違っていたとしても、特に罰せられることは

ない。迷った時でも、まず相談機関に連絡をする。  
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（３） 高齢者相談窓口一覧  

 

・岡谷市役所介護福祉課介護福祉課 

住所：〒３９４－８５１０ 岡谷市幸町 8 番 1 号 

TEL：２３－４８１１ （内線）１２６９・１２７６～１２７９ 

FAX:２１－１１０１ 

 

・岡谷市地域包括支援センター（市役所内） 

住所：〒３９４－８５１０ 岡谷市幸町 8 番 1 号 

TEL：２３－２３３６ （直通） 

   ２３－４８１１ （内線）１２７３・１２８１～１２８６ 

 

・下諏訪町役場高齢者係 

住所：〒３９３－００００ 諏訪郡下諏訪町４６１３番地８ 

TEL：２７－１１１１ （代表） 

FAX：２８－１０７０ 

 

◎緊急時は、110 番・119 番通報を！  
 

 

（４）高齢者虐待の防止、高齢者養護者の対する支援等に関する法律  

   （高齢者虐待防止法）       ※別紙参照 

 

 

８ 岡谷市民病院職員としての対応 

岡谷市民病院虐待防止マニュアル（別冊）に準ずる 
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（４） 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律        

（高齢者虐待防止法）  

 

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 

  

第一章 総則  

（目的）  

第一条 この法律は、高齢者に対する虐待が深刻な状況にあり、高齢者の尊厳の保持にとって高齢 

者に対する虐待を防止することが極めて重要であること等にかんがみ、高齢者虐待の防止等

に関する国等の責務、高齢者虐待を受けた高齢者に対する保護のための措置、養護者の負担

の軽減を図ること等の養護者に対する養護者による高齢者虐待の防止に資する支援（以下

「養護者に対する支援」という。）のための措置等を定めることにより、高齢者虐待の防止、

養護者に対する支援等に関する施策を促進し、もって高齢者の権利利益の擁護に資すること

を目的とする。  

 （定義等）  

 第二条 この法律において「高齢者」とは、六十五歳以上の者をいう。  

２ この法律において「養護者」とは、高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等（第五

項第一号の施設の業務に従事する者及び同項第二号の事業において業務に従事する者をいう。以

下同じ。）以外のものをいう。  

３ この法律において「高齢者虐待」とは、養護者による高齢者虐待及び養介護施設従事者等による

高齢者虐待をいう。  

４ この法律において「養護者による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為をいう。  

一 養護者がその養護する高齢者について行う次に掲げる行為  

イ 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。  

ロ 高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、養護者以外の同居人によるイ、ハ又は

ニに掲げる行為と同様の行為の放置等養護を著しく怠ること。  

ハ 高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的外傷を与える

言動を行うこと。  

ニ 高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること。  

二 養護者又は高齢者の親族が当該高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から不当に

財産上の利益を得ること。  

５ この法律において「養介護施設従事者等による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為

をいう。  

一 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第五条の三に規定する老人福祉施設若しくは同法

第二十九条第一項に規定する有料老人ホーム又は介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第八

条第二十二項に規定する地域密着型介護老人福祉施設、同条第二十七項に規定する介護老人福祉

施設、同条第二十八項に規定する介護老人保健施設、若しくは同法第百十五条の四十六第一項に

規定する地域包括支援センター（以下「養介護施設」という。）の業務に従事する者が、当該養

介護施設に入所し、その他当該養施設を利用する高齢者について行う次に掲げる行為  

イ 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 

ロ 高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置その他の高齢者を養護すべき職務上の義

務を著しく怠ること。 
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ハ 高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的外傷を与え

る言動を行うこと。  

ニ 高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること。  

ホ 高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から不当に財産上の利益を得ること。  

二 老人福祉法第五条の二第一項に規定する老人居宅生活支援事業又は介護保険法第八条第一項に

規定する居宅サービス事業、同条第十四項に規定する地域密着型サービス事業、同条第二十四

項に規定する居宅介護支援事業、同法第八条の二第一項に規定する介護予防サービス事業、同

条第十二項に規定する地域密着型介護予防サービス事業若しくは同条第十六項に規定する介護

予防支援事業（以下「養介護事業」という。）において業務に従事するものが、当該養介護事業

に係るサービスの提供を受ける高齢者について行う前号イからホまでに掲げる行為  

おそれのある暴行を加えること。  

ヘ 高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置その他の高齢者を養護すべき職務上の

義務を著しく怠ること。  

ト 高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的外傷を与え

る言動を行うこと。  

チ 高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること。  

リ 高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から不当に財産上の利益を得ること。  

二 老人福祉法第五条の二第一項に規定する老人居宅生活支援事業又は介護保険法第八条第一項に

規定する居宅サービス事業、同条第十四項に規定する地域密着型サービス事業、同条第二十四

項に規定する居宅介護支援事業、同法第八条の二第一項に規定する介護予防サービス事業、同

条第十二項に規定する地域密着型介護予防サービス事業若しくは同条第十六項に規定する介護

予防支援事業（以下「養介護事業」という。）において業務に従事するものが、当該養介護事業

に係るサービスの提供を受ける高齢者について行う前号イからホまでに掲げる行為 

６ 六十五歳未満の者であって養介護施設に入所し、その他養介護施設を利用し、または養介護事業

に係るサービス提供を受ける障害者（障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第二条第

一号に規定する障害者をいう。）については、高齢者とみなして、養介護施設従事者等による高

齢者虐待に関する規定を適用する。  

（国及び地方公共団体の責務等）  

第三条 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止、高齢者虐待を受けた高齢者の迅速かつ適切な保

護及び適切な養護者に対する支援を行うため、関係省庁相互間その他関係機関及び民間団体

の間の連携の強化、民間団体の支援その他必要な体制の整備に努めなければならない。  

２ 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護並びに養護者

に対する支援が専門的知識に基づき適切に行われるよう、これらの職務に携わる専門的な人材

の確保及び資質の向上を図るため、関係機関の職員の研修等必要な措置を講ずるよう努めなけ

ればならない。  

３ 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護に資するた

め、高齢者虐待に係る通報義務、人権侵犯事件に係る救済制度等について必要な広報その他の

啓発活動を行うものとする。 
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（国民の責務）  

第四条 国民は、高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等の重要性に関する理解を深めると

ともに、国又は地方公共団体が講ずる高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等のた

めの施策に協力するよう努めなければならない。  

（高齢者虐待の早期発見等）  

第五条 養介護施設、病院、保健所その他高齢者の福祉に業務上関係のある団体及び養介護施

設従事者等、医師、保健師、弁護士その他高齢者の福祉に職務上関係のある者は、高

齢者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、高齢者虐待の早期発見に努めなけ

ればならない。  

２ 前項に規定する者は、国及び地方公共団体が講ずる高齢者虐待の防止のための啓発活動及

び高齢者虐待を受けた高齢者の保護のための施策に協力するよう努めなければならない。  

 

第二章 養護者による高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等  

（相談、指導及び助言）  

第六条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止及び養護者による高齢者虐待を受けた高齢

者の保護のため、高齢者及び養護者に対して、相談、指導及び助言を行うものとす

る。  

（養護者による高齢者虐待に係る通報等）  

第七条 養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者は、当該高齢者の生

命又は身体に重要な危険が生じている場合は、速やかに、これを市町村に通報しなけ

ればならない。  

２ 前項に定める場合のほか、養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した

者は、速やかに、これを市町村に通報するよう努めなければならない。  

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の

規定は、前二項の規定による通報をすることを妨げるものと解釈してはならない。  

第八条 市町村が前条第一項若しくは第二項の規定による通報又は次条第一項に規定する届出

を受けた場合においては、当該通報又は届出を受けた市町村の職員は、その職務上知

り得た事項であって当該通報又は届出をした者を特定させるものを漏らしてはならな

い。  

（通報等を受けた場合の措置）  

第九条 市町村は、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は高齢者からの養護者に

よる高齢者虐待を受けた旨の届出を受けたときは、速やかに、当該高齢者の安全の確

認その他当該通報又は届出に係る事実の確認のための措置を講ずるとともに、第十六

条の規定により当該市町村と連携協力する者（以下「高齢者虐待対応協力者」とい

う。）とその対応について協議を行うものとする。  

２ 市長村又は市町村長は、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は前項に規定す

る届出があった場合には、当該通報又は届出に係る高齢者に対する養護者による高齢者虐

待の防止及び当該高齢者の保護が図られるよう、養護者による高齢者虐待により生命又は

身体に重大な危険が生じているおそれがあると認められる高齢者を一時的に保護するため

迅速に老人福祉法第二十条の三に規定する老人短期入所施設等に入所させる等、適切に、

同法第十条の四第一項若しくは第十一条第一項の規定による措置を講じ、又は、適切に、

同法第三十二条の規定により審判の請求をするものとする。 
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（居室の確保）  

第十条 市町村は、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者について老人福祉法第十条の四第

一項第三号又は第十一号第一項第一号若しくは第二号の規定による措置を採るために

必要な居室を確保するための措置を講ずるものとする。  

（立入調査） 

第十一条 市町村長は、養護者による高齢者虐待により高齢者の生命又は身体に重大な危険が

生じているおそれがあると認めるときは、介護保険法第百十五条の四十六第二項の

規定により設置する地域包括支援センターの職員その他の高齢者の福祉に関する事

務に従事する職員をして、当該高齢者の住所又は居所に立ち入り、必要な調査又は

質問をさせることができる。  

２ 前項の規定による立入り及び調査又は質問を行う場合においては、当該職員は、その身分

を示す証明書を携帯し、関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。  

３ 第一項の規定による立入り及び調査又は質問を行う権限は、犯罪捜査のために認められた

ものと解釈してはならない。  

（警察署長に対する援助要請等）  

第十二条 市町村長は前条第一項の規定による立入り及び調査又は質問をさせようとする場合

において、これらの職務の執行に際し必要があると認めるときは、当該高齢者の住

所又は居所の所在地を管轄する警察署長に対し援助を求めることができる。  

２ 市長村長は、高齢者の生命又は身体の安全の確保に万全を期する観点から、必要に応じ適

切に、前項の規定により警察署長に対し援助を求めなければならない。  

３ 警察署長は、第一項の規定による援助の求めを受けた場合において、高齢者の生命又は身

体の安全を確保するため必要と認めるときは、速やかに、所属の警察官に同項の職務の執

行を援助するために必要な警察官職務執行法（昭和二十三年法律第百三十六号）その他の

法令の定める所による措置を講じさせるよう努めなければならない。  

（面会の制限）  

第十三条 養護者による高齢者虐待を受けた高齢者について老人福祉法第十一条第一項第二号

又は第三号の措置が採られた場合においては、市町村長又は当該措置に係る養介護

施設の長は、養護者による高齢者虐待の防止及び当該高齢者の保護の観点から、当

該養護者による高齢者虐待を行った養護者について当該高齢者との面会を制限する

ことができる。  

（養護者の支援） 

第十四条 市町村は第六条に規定するもののほか、養護者の負担の軽減のため、養護者に対す

る相談、指導及び助言その他必要な措置を講ずるものとする。  

２ 市長村は、前項の措置として、養護者の心身の状態に照らしその養護の負担の軽減を図る

ため緊急の必要があると認める場合に高齢者が短期間養護を受けるために必要となる居室

を確保するための措置を講ずるものとする。  

（専門的に従事する職員の確保）  

第十五条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、養護者による高齢者虐待を受けた高齢

者の保護及び養護者に対する支援を適切に実施するために、これらの事務に専門的

に従事する職員を確保するよう努めなければならない。 
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（連携協力体制）  

第十六条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、養護者による高齢者虐待を受けた高齢

者の保護及び養護者に対する支援を適切に実施するため、老人福祉法第二十条の七

の二第一項に規定する老人介護支援センター、介護保険法第百十五条の四十六第三

項の規定により設置された地域包括支援センターその他関係機関、民間団体等との

連携協力体制を整備しなければならない。この場合において、養護者による高齢者

虐待にいつでも迅速に対応することができるよう、特に配慮しなければならない。  

（事務の委託） 

第十七条 市町村は、高齢者虐待対応協力者のうち適当と認められるものに、第六条の規定に

よる相談、指導及び助言、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は第九

条第一項に規定する届出の受理、同項の規定による高齢者の安全の確認その他通報

又は届出に係る事実の確認のための措置並びに第十四条第一項の規定による養護者

の負担の軽減のための措置に関する事務の全部又は一部を委託することができる。  

２ 前項の規定による委託を受けた高齢者虐待対応協力者若しくはその役員若しくは職員又は

これらの者であった者は、正当な理由なしに、その委託を受けた事務に関して知り得た秘

密を漏らしてはならない。  

３ 第一項の規定により第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は第九条第一項に規

定する届出の受理に関する事務の委託を受けた高齢者虐待対応協力者が第七条第一項若し

くは第二項に規定による通報又は第九条第一項に規定する届出を受けた場合には、当該通

報又は届出を受けた高齢者虐待対応協力者又はその役員若しくは職員は、その職務上知り

得た事項であって当該通報又は届出をした者を特定させるものを漏らしてはならない。  

（周知） 

第十八条 市町村は養護者による高齢者虐待の防止、第七条第一項若しくは第二項の規定によ

る通報又は第九条第一項に規定する届出の受理、養護者による高齢者虐待を受けた

高齢者の保護、養護者に対する支援等に関する事務についての窓口となる部局及び

高齢者虐待対応協力者の名称を明示すること等により、当該部局及び高齢者虐待対

応協力者を周知させなければならない。  

（都道府県の援助等）  

第十九条 都道府県はこの章の規定により市町村が行う措置の実施に関し、市町村相互間の連

絡調整、市長村に対する情報の提供その他必要な援助を行うものとする。  

２ 都道府県は、この章の規定により市町村が行う措置の適切な実施を確保するため必要があ

ると認めるときは、市町村に対し、必要な助言を行うことができる。  

  

第三章 養介護施設従事者等による高齢者の虐待の防止等  

（養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等のための措置）  

第二十条 養介護施設の設置者又は養介護事業を行う者は、養介護施設従事者等の研修の実

施、当該養介護施設に入所し、その他当該養介護施設を利用し、又は当該養介護事

業に係るサービスの提供を受ける高齢者及びその家族からの苦情の処理の体制の整

備その他の養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等のための措置を講ずるも

のとする。 
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（養介護施設従事者等による高齢者虐待に係る通報等）  

第二十一条 養介護施設従事者等は、当該養介護施設従事者等がその業務に従事している養介

護施設又は養介護事業（当該養介護施設の設置者若しくは当該養介護事業を行う

者が設置する養介護施設又はこれらのものが行う養介護事業含む。）において業務

に従事する養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発

見した場合は、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。  

２ 前項に定める場合のほか、養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢

者を発見した者は、当該高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じている場合は、速やか

に、これを市町村に通報しなければならない。  

３ 第二項に定める場合のほか、養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高

齢者を発見した者は、速やかに、これを市町村に通報するよう努めなければならない。  

４ 養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けた高齢者は、その旨を市町村に届け出ること

ができる。  

５ 第十八条の規定は、第一項から第三項までの規定による通報又は前項の規定による届出の

受理に関する事務を担当する部局の周知について準用する。  

６ 刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、第一項から第三項まで

の規定による通報（虚偽であるもの及び過失による者を除く。次項において同じ。）をする

ことを妨げるものとして解釈してはならない。  

７ 養介護施設従事者等は、第一項から第三項までの規定による通報をしたことを理由とし

て、解雇その他不利益な取扱いを受けない。  

第二十二条 市町村は、前条第一項から第三項までの規定による通報又は同条第四項の規定に

よる届出を受けたときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該通報又は届

出に係る養介護施設従事者等による高齢者虐待に関する事項を、当該養介護施設

従事者等による高齢者虐待に係る養介護施設又は当該養介護施設従事者等による

高齢者虐待に係る養介護事業の事業所の所在地の都道府県に報告しなければなら

ない。  

２ 前項の規定は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条十九第一項の

指定都市及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市については、厚生労働省令で定

める場合を除き、適応しない。  

第二十三条 市町村が第二十一条第一項から第三項までの規定による通報又は同条第四項の規

定による届出を受けた場合においては、当該通報又は届出を受けた市町村の職員

は、その職務上知り得た事項であって当該通報又は届出をした者を特定させるも

のを漏らしてはならない。都道府県が前条第一項の規定による報告を受けた場合

における当該報告を受けた都道府県の職員についても、同様とする。 

（通報等を受けた場合の措置） 

第二十四条 市町村が第二十一条第一項から第三項までの規定による通報若しくは同条第四項

の規定による届出を受け、又は都道府県が第二十二条第一項の規定による報告を

受けたときは、市町村長又は都道府県知事は、養介護施設の業務又は養介護事業

の適正な運営を確保することにより、当該通報又は届出に係る高齢者に対する養

介護施設従事者等による高齢者虐待の防止及び当該高齢者の保護を図るため、老

人福祉法又は介護保険法の規定による権限を適切に行使するものとする。  

（公表） 
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第二十五条 都道府県知事は、毎年度、養介護施設従事者等による高齢者虐待の状況、養介護施

設従事者等による高齢者虐待があった場合にとった措置その他厚生労働省令で定め

る事項を公表するものとする。 

  

第四章 雑則  

（調査研究） 

第二十六条 国は、高齢者虐待の事例の分析を行うとともに、高齢者虐待があった場合の適切な

対応方法、高齢者に対する適切な養護の方法その他の高齢者虐待の防止、高齢者虐

待を受けた高齢者の保護及び養護者に対する支援に資する事項について調査及び研

究を行うものとする。  

（財産上の不当取引による被害の防止等）  

第二十七条 市町村は、養護者、高齢者の親族又は養介護施設従事者等以外の者が不当に財産上

の利益を得る目的で高齢者と行う取引（以下「財産上の不当取引」という。）によ

る高齢者の被害について、相談に応じ、若しくは消費生活に関する業務を担当する

部局その他の関係機関を紹介し、又は高齢者虐待対応協力者に、財産上の不当取引

による高齢者の被害に係る相談若しくは関係機関の紹介の実施を委託するものとす

る。  

２ 市町村長は、財産上の不当取引の被害を受け、又は受けるおそれのある高齢者について、適

切に、老人福祉法第三十二条の規定により審判の請求をするものとする。  

（成年後見制度の利用促進） 

第二十八条 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護並

びに財産上の不当取引による高齢者の被害の防止及び救済を図るため、成年後見制

度の周知のための措置、成年後見制度の利用に係る経済的負担の軽減のための措置

等を講ずることにより、成年後見制度が広く利用されるようにしなければならな

い。 

 

第五章 罰則 

第二十九条 第十七条第二項の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処

する。  

第三十条 正当な理由がなく、第十一条第一項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌

避し、又は同項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若

しくは高齢者に答弁させず、若しくは虚偽の答弁をさせた者は、三十万円以下の罰金

に処する。 

 


